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最少の経費　で最大 市民福祉を
　実現する「行革」の

「行財政改革推進計画（平成 26 年度～平成 28 年度）」を策定しました

特集１

　
市
で
は
、
平
成
18
年
度
か
ら
平
成
25

年
度
ま
で
、
３
期
に
わ
た
る
「
経
営
改

革
プ
ラ
ン
」
に
よ
っ
て
、
市
民
サ
ー
ビ

ス
の
一
層
の
向
上
、職
員
数
の
適
正
化
、

事
務
事
業
の
見
直
し
、
公
共
施
設
の
有

効
活
用
な
ど
の
改
革
に
取
り
組
ん
で
き

ま
し
た
。

　
今
後
も
財
政
が
一
層
厳
し
さ
を
増
す

中
で
、
財
政
状
況
を
改
善
し
て
将
来
に

わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
行
政
に
転
換
す

る
た
め
、
平
成
25
年
度
に
新
た
な
「
行

財
政
改
革
計
画
」
を
策
定
す
る
と
と
も

に
、
今
後
３
年
間
に
取
り
組
む
項
目
を

ま
と
め
た
「
行
財
政
改
革
推
進
計
画
」

を
策
定
し
ま
し
た
。

　
将
来
に
わ
た
っ
て
市
民
福
祉
の
増
進

を
図
る
た
め
に
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

さらなる行財政改革が必要となる主な社会背景
◆人口減少・少子高齢化による社会保障費の増大
　平成 26 年６月末現在の人口は５１, ８５０人であり、今から 20 年
後には約１万人が減少するとも推計されています。同時に、少子高齢
化が進み、税収が減少する中、介護や医療等の社会保障費については
大幅な増加が見込まれます。
◆地方交付税の減少
　国からの地方交付税は約１０８億円（平成 25 年度）で、これは市全
体の収入の約 40％を占めています。合併後 10 年を経過する平成 27
年度からこの額が段階的に削減されることになり、今から 6 年後（平
成 32 年度）には約 20 億円以上の減少が予想されます。

◆維持補修経費の増大
　本市は他市と比べて人口当りの公共施設面積の割合が高くなってお
り、その施設の多くは、老朽化により今後 20 年以内に更新時期を迎
えるため多額の費用が必要となってきます。
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こ
れ
ま
で
の
行
財
政
改
革

の
主
な
取
り
組
み

○
市
民
ニ
ー
ズ
を
反
映
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス

・公
共
交
通
体
系
や
ご
み
減
量
施
策
、
地
域
防
災
、

学
校
教
育
環
境
な
ど
の
充
実
を
図
る
ほ
か
、
市

役
所
窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め
ま
す
。

○
適
切
か
つ
効
率
的
な
事
務
処
理
の
推
進

・
民
間
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
経
営
資
源
の
活
用
を
図
る

た
め
、
事
務
事
業
の
外
部
委
託
化
を
検
討
す
る

と
と
も
に
、
公
の
施
設
に
か
か
る
指
定
管
理
者

制
度
の
導
入
を
進
め
ま
す
。

○
地
域
資
源
の
活
用
と
人
材
育
成

・
６
次
産
業
化
の
推
進
や
高
島
ト
レ
イ
ル
の
魅
力

発
信
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
促
進
等
、

地
域
資
源
を
活
用
し
た
産
業
循
環
の
仕
組
み
づ

く
り
を
図
り
ま
す
。

・
ま
ち
づ
く
り
の
パ
ー
ト
ナ
ー
で
あ
る
自
治
会
等

と
の
連
携
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
各
種
補
助
金

や
交
付
金
を
見
直
し
適
正
な
運
用
を
図
り
ま
す
。

○
市
民
参
画
の
推
進

・
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
や
市
政
モ
ニ
タ
ー
制
度

に
加
え
、
新
た
な
市
民
参
加
手
法
を
確
立
し
ま

す
。

・
各
ま
ち
づ
く
り
委
員
会
と
と
も
に
、
よ
り
一
体

感
の
あ
る
将
来
の
ま
ち
づ
く
り
の
形
を
検
討
し

ま
す
。

・
市
民
協
働
の
一
層
の
推
進
を
図
る
た
め
、
庁
内

体
制
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
市
民
や
団
体
と

の
対
話
を
通
し
て
協
働
の
実
践
に
つ
な
げ
ま
す
。

市
民
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

的
確
な
行
政
運
営

○
組
織
・
機
構
の
見
直
し

・
多
様
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
、
複
雑
化
す

る
行
政
課
題
に
機
動
的
に
対
応
す
る
た

め
、
本
庁
・
支
所
の
組
織
機
構
を
見
直

す
と
と
も
に
、
課
題
に
応
じ
て
部
局
横

断
的
な
組
織
体
制
の
整
備
を
図
り
ま
す
。

○
職
員
数
の
適
正
化

・
組
織
や
事
務
事
業
の
徹
底
し
た
見
直
し

を
進
め
、
一
層
の
職
員
数
の
削
減
と
人

件
費
の
総
額
抑
制
に
向
け
て
、
職
員
数

適
正
化
計
画
を
策
定
し
ま
す
。

○
人
材
の
育
成
・
活
用

・
市
役
所
の
組
織
力
の
最
大
化
に
向
け
、

職
員
の
人
材
育
成
に
取
り
組
み
ま
す
。

ま
た
、
職
員
の
意
欲
や
能
力
を
最
大
限

に
引
き
出
す
た
め
の
人
事
評
価
制
度
を

確
立
し
ま
す
。

○
職
員
の
意
識
改
革
の
徹
底

・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
や
倫
理
観
の
一
層

の
徹
底
を
図
る
と
と
も
に
、
地
域
の
課

題
に
前
向
き
に
取
り
組
み
、
市
民
の
思

い
を
共
有
で
き
る
職
員
と
な
る
た
め
の

意
識
改
革
に
取
り
組
み
ま
す
。

よ
り
実
効
的
な

組
織
体
制
づ
く
り

○
施
策
の
選
択
と
集
中
に
よ
る
歳
出
の
見
直
し

・
事
業
の
有
効
性
や
行
政
が
担
う
役
割
を
検
証
し
直

し
、
一
層
の
歳
出
削
減
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
（
今
後
３
年
間
の
削
減
目
標
額
）

　
　
物
件
費
、
補
助
費
等
、
公
共
事
業
関
連
費
、

　
　
人
件
費　
　
　
計
▲
９
億
９
千
万
円

○
公
共
施
設
の
見
直
し

・
本
市
の
人
口
一
人
当
た
り
の
公
共
施
設
延
床
面
積
は

県
内
平
均
の
２
倍
以
上
と
高
く
、
施
設
の
老
朽
化
等

を
勘
案
し
て
再
配
置
の
基
本
的
な
方
針
を
定
め
ま
す
。

○
財
産
処
分
の
促
進

・
市
有
財
産
の
有
効
活
用
を
図
る
と
と
も
に
、
未
利
用

市
有
地
の
売
却
処
分
等
を
推
進
し
ま
す
。

○
債
権
管
理
の
強
化

・
市
税
等
の
収
納
率
向
上
に
向
け
、
納
付
指
導
を
強
化

す
る
ほ
か
、
適
切
な
滞
納
処
分
を
実
施
し
ま
す
。

○
受
益
者
負
担
の
適
正
化

・
公
共
施
設
の
利
用
に
か
か
る
公
平
性
を
確
保
す
る
た

め
公
共
施
設
使
用
料
の
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

・
駅
前
駐
車
料
金
等
に
つ
い
て
、
必
要
な
見
直
し
を
行

い
ま
す
。

○
各
事
業
会
計
の
健
全
運
営

・
実
質
的
に
赤
字
と
な
っ
て
い
る
国
民
健
康
保
険
事
業

や
水
道
事
業
な
ど
の
健
全
運
営
を
図
る
た
め
、
税
率

や
料
金
の
適
正
な
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

行財政改革推進室
　 （25）8013
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１

新
た
な
行
政
需
要
に
対
応

す
る
財
政
基
盤
の
確
立

今後３年間の
主な取り組み

（平成 26～ 28年度計画）

　
職
員
数
の
削
減
に
取
り
組
ん
だ
結
果
、
合
併

時
に
７
２
４
人
で
あ
っ
た
職
員
数
は
、
平
成
25

年
４
月
現
在
で
５
５
８
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
消
防
職
員
な
ど
を
除
く
）

適
切
な
定
員
管
理
で
職
員
数
を

１
６
６
人
削
減
し
ま
し
た

　
学
校
給
食
調
理
業
務
や
可
燃
ご
み
収
集
業
務

の
民
間
委
託
を
進
め
た
ほ
か
、
市
が
管
理
す
る

施
設
の
う
ち
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
質
の
高
い

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
と
市
管
理
経
費
の
節
減
を
目

的
に
、
現
在
74
施
設
に
指
定
管
理
者
制
度
を
導

入
し
て
い
ま
す
。

民
間
事
業
委
託
や
指
定
管
理
者
制
度

の
活
用
を
促
進
し
て
い
ま
す

　
事
業
の
選
択
と
集
中
、
進
捗
度
合
い
の
調
整

な
ど
を
行
う
こ
と
で
、
市
債
発
行
額
を
抑
制
し

て
、
市
の
借
金
残
高
を
合
併
当
初
と
比
較
し
て

約
92
億
円
削
減
し
ま
し
た
。

（
平
成
25
年
度
末
市
債
残
高　
約
２
６
９
億
円
）

新
規
発
行
債
を
抑
制
し
、
市
債
残
高

を
92
億
円
縮
減
し
ま
し
た

　
「
行
革
」
＝
行
財
政
改
革
と
は
、
将
来
に
わ
た
っ
て
市
民

の
福
祉
の
増
進
を
図
る
た
め
、
市
役
所
自
身
が
行
政
の
無
駄

を
排
除
し
つ
つ
最
適
な
姿
を
目
指
し
て
変
わ
り
続
け
て
い
く

「
行
政
改
革
」
と
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を

得
な
が
ら
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
や
市
民
負
担
の
見
直
し
を
進
め

る
「
財
政
改
革
」
の
取
り
組
み
で
す
。


